
国立大学法人法による４つの
大学共同利用機関法人

現行の大学共同利用機関（１５機関１８研究所）

国文学研究資料館

国立歴史民俗博物館

国立民族学博物館

国際日本文化研究センター

総合地球環境学研究所

国立情報学研究所

統計数理研究所

国立極地研究所

国立遺伝学研究所

国立天文台

核融合科学研究所

人間文化研究機構 自然科学研究機構

情報・システム研究機構

　法人化のメリットを最大限に活
　用し、既存の研究所について、
　柔軟に見直すことが可能

　共通事務の一括処理等により、
　研究遂行を支援する事務処理、
　技術支援体制の効率化、強化

　各機構における共同研究等を
　通じ、時代が要請する新たな学
　問分野創出への戦略的な取組

①新規分野の創出 ②既存組織の見直し ③事務処理体制等の効率化

法
人
化
を
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再
編

再
編
の
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い

大学共同利用機関における新規分野の開拓、研究遂行の効率化により、
大学セクター全体の新規分野への取組が円滑化

既存の学問分野によらず、将来の発展を見越した再編

大学共同利用機関の再編について

素粒子原子核研究所

物質構造科学研究所

現：高エネルギー加速器研究機構

基礎生物学研究所

生理学研究所

分子科学研究所
現：岡崎国立
共同研究機構

独立行政法人
宇宙航空研究開発機構

宇宙科学研究所

独立行政法人
航空宇宙技術研究所

特殊法人
宇宙開発事業団

メディア教育開発センター

宇宙開発の技術基盤
強化の観点から統合

高エネルギー加速器
研究機構

独立行政法人
メディア教育開発センター

２つの独立行政法人

大学等における多様な
メディアの教育利用を促進


